
※主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

教育総務部 （単位：千円）

担当課 小事業 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

教育総務
課

遠距離通学児童生徒通
学対策経費

16,075
負担軽減を行う。

16,000 B

教育総務
課

小学校理科教育等教育
振興経費

3,000
小学校の理科教育設備を整備するため、理科設備器具等を購入し、児童の
理科教育環境を充実させる。

3,000 A

教育総務
課

中学校理科教育等教育
振興経費

3,000
中学校の理科教育設備を整備するため、理科設備器具等を購入し、生徒の
理科教育環境を充実させる。

3,000 A

教育総務
課

小学校施設整備事業
（一般営繕工事）

129,879 小学校の老朽化した施設・設備の補修整備 57,500 D

教育総務
課

小学校施設整備事業
（トイレ改修工事）

201,199 小学校のトイレ改修（3件） 0 F

教育総務
課

小学校施設整備事業
（トイレ改修工事）

54,150 小学校屋内運動場のトイレ改修（7件） 53,800 B

教育総務
課

明治小学校校舎改築事
業（Ⅱ期）

521,412 明治小学校校舎の改築 520,000 B

教育総務
課

小学校校舎大規模改修
事業（空調設備）

14,776
特別教室のガス式空調機器を整備し、小学校の教育環境改善を図る。
（小学校2校）

0 F

教育総務
課

中学校施設整備事業
（一般営繕工事）

228,852 中学校の老朽化した施設・設備の補修整備 47,000 D

教育総務
課

中学校施設整備事業
（トイレ改修工事）

67,760 中学校のトイレ改修（1件） 0 F

教育総務
課

中学校施設整備事業
（トイレ改修工事）

30,900 中学校屋内運動場のトイレ改修（4件） 30,700 B

教育総務
課

中学校校舎大規模改修
事業（空調設備）

4,477
特別教室のガス式空調機器を整備し、中学校の教育環境改善を図る。
（中学校1校）

0 D

教育総務
課

高等学校施設整備事業
（一般営繕工事）

35,933 高等学校の老朽化した施設・設備の補修整備 0 D

生涯学習
課

公民館運営管理経費 1,000 1,000 A

生涯学習
課

社会教育施設整備事業 38,660 公民館・分館の施設を計画的に改善・補修し、施設の整備を図る。（5施設） 15,600 D

生涯学習
課

公民館耐震診断・改修
事業

19,397 公民館分館の、耐震診断及び補強設計並びに耐震化改修を行う。（3施設） 0 D

文化財課
菅原はにわ窯公園保存
活用事業

3,761
展示・公開施設である「菅原はにわ窯公園」の経年劣化による修理を実施
し、史跡公園としての活用を図る。

0 D

文化財課
史跡大安寺旧境内保存
用地取得事業

43,592
史跡大安寺旧境内保存管理計画に基づき、史跡指定地を公有化し、遺跡
の保存を図る。

43,592 A

文化財課
史跡大安寺旧境内保存
整備事業

51,000 史跡大安寺旧境内の西塔跡の保存活用のため整備工事を実施する。 41,700 B

文化財課
特別史跡特別名勝平城
京左京三条二坊宮跡庭
園保存整備事業

52,000
庭園の特性を活かした積極的な利活用ができるよう、園池の修復整備を行
う。

41,700 B

文化財課
名勝旧大乗院庭園保存
整備事業

3,666 名勝旧大乗院庭園の保存と活用のための整備を行う。 3,666 A

文化財課
史跡中山瓦窯跡保存用
地取得事業

31,428
平成27年度に国の史跡に追加指定された土地を公有化し、遺跡の保存を
図る。

31,428 A

埋蔵文化
財調査セン
ター

富雄丸山古墳事前測量
調査経費

3,000
市内西部にある西大和最大の円墳である富雄丸山古墳の事前地形測量調
査を実施する。

3,000 A

図書館政
策課

中央図書館管理経費
（予約本貸出カウンター
設置）

4,502
図書館利用者の利便性を向上させるため、西部会館に予約本の貸出カウ
ンター設置を行う。

0 E

平成29年度　主な事業の要求・査定状況



図書館政
策課

北部図書館管理経費 8,746 北部図書館の閉架書庫の改修 0 D

図書館政
策課

図書館施設整備 49,734 図書館の環境を改善するため、老朽化した施設・設備を補修整備する。 47,000 B

査定理由 Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を平成28年度に前倒ししたもの


